
　株式会社東京車輪は、東京都荒川区に本社を構え、トラッ
ク・バス用のスチールホイール、ならびに乗用車・SUV用の
アルミホイールの製造・販売を主力事業として展開している
企業であり、2015年1月に当社グループに仲間入りしました。
　同社は1935年に創業し、創業90周年を迎える歴史ある
会社です。その歩みは、当時日本で普及していたT型フォード

（世界で初めて大量生産された車）用のスチールホイール専
業会社としてスタートし、その後は乗用車のみならず、各種ト
ラック・低床車・フォークリフト等の特殊車両のホイールまで
広範囲に取り扱う会社へと成長しています。
　創業以来、一貫して「安全と信頼」を最優先に、高品質な
製品を国内のアフターマーケット市場に供給し続けています。
　同社の強みは、過酷な使用環境にも耐えうる高い耐久性
と安全性を実現する「品質」への徹底したこだわりにありま
す。長年の製造ノウハウに基づき、台湾や中国のホイール製
造企業へ技術指導を行うことで、欧州や日本国内製造品と
遜色のない高品質な製品の安定供給体制を確立しています。
　株式会社東京車輪は、その歴史と技術力、幅広い供給網
をもって、当社グループの事業発展に貢献しています。
　
　企業詳細や製品ラインナップについては、下記の東京車
輪の公式サイトにてご覧になっていただくことができます。

　当社は、株主の皆様の日頃のご支援にお応えするととも
に、当社株式への投資の魅力を向上させ、より多くの株主の
皆様に当社株式を保有していただくことを目的に株主優待
制度を導入しております。

保有株式数 優待内容 
1,000株以上2,000株未満 2,000円分 クオ・カード
2,000株以上10,000株未満 5,000円分 クオ・カード
10,000株以上20,000株未満 10,000円分 クオ・カード
20,000株以上 20,000円分 クオ・カード

　当社では毎年9月30日現在の当社株主名簿に記載された1,000株以上
を保有される株主様を対象に株主優待としてクオ・カードを下記の通り、 
保有株式数に応じて贈呈しております。

　継続して10,000株以上の当社株式を3年以上にわたり保有された株主
様に対し、クオ・カード1,000円分相当を上記に加えて贈呈いたします。
　贈呈は本年9月末時点で対象となる株主様となります。

（長期保有の株主様へ）

株主優待制度のお知らせ

〒143-0016　東京都大田区大森北1-6-8
TEL 03-5753-8201
URL  https://www.weds.co.jp
※公式SNSはホームページからもご確認いただけます。

中間報告書 2026年3月期
2025年4月1日 2025年9月30日

第61期

代表取締役社長　石田 純一

　平素は当社の事業運営に格別の
ご支援・ご高配を賜り厚くお礼申
し上げます。
　さて第61期第2四半期（中間期）
連結累計期間（2025年4月1日から
2025年9月30日まで）の当 社 グ
ループの業績につきまして、その概
況をご報告申し上げます。
　株主の皆様には、なお一層のご
支援とご鞭撻を賜りますようお願い
申し上げます。
� 2025年12月

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

株主の皆様へ

公式SNSで情報発信中！
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X

YouTube
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@Weds_Co_Ltd

@wedschannel

証券コード：7551

株式会社ウェッズ

株式会社ウェッズグループ企業紹介　“東京車輪”
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【株式会社東京車輪のご紹介】



決算ハイライト 事業別業績 会社・株式情報

2026年3月期第2四半期（中間期）決算のポイント

売 上 高

経 常 利 益

営 業 利 益

親会社株主に帰属する中間純利益

前年同期比　3.7%減 

前年同期比　23.4%減 

前年同期比　23.7%減 

前年同期比　18.5%減 

14,411百万円

421百万円

389百万円

252百万円

　当中間連結会計期間の売上高は、自動車関連卸売事業における主力
のアルミホイールの販売減に伴う売上減等により、減収となりました。ま
た営業利益、経常利益、親会社株主に帰属する中間純利益は、減益となり
ました。

商 号 株式会社ウェッズ
WEDS CO.,LTD.

本 社 東京都大田区大森北1-6-8
設 立 1965年10月12日
資 本 金 8億5,275万円
従 業 員 数 159名
業 務 内 容 自動車用アルミホイール・スチールホイールを中心と

した自動車部品・用品の企画開発・販売

会社概要 （2025年9月30日現在）

取締役社長
（代表取締役） 石 田 純 一

取締役 牛 尾      理

取締役 中 野 賢 次

取締役 石 津 克 也

取締役 畔 柳 徳 久

取締役 今 町 方 規

取締役 野 﨑      修

常勤監査役 長 谷 川 勝 也

監査役 平 松 幹 人

監査役 郡 司 昌 恭

役　　員 （2025年9月30日現在）

発行可能株式総数 53,340,000株
発行済株式の総数 16,118,166株
単元株式数 100株
株主数 5,590名

株式情報 （2025年9月30日現在）

事業年度 毎年4月1日から翌年3月31日まで
定時株主総会 毎年6月
基準日 定時株主総会については毎年3月31日

そのほか必要があるときには、あらかじめ公告をする一定の日

配当受領株主確定日 毎年3月31日
中間配当の支払を行うときは9月30日

郵便物送付先 〒168-0063
東京都杉並区和泉二丁目8番4号 
三井住友信託銀行株式会社 証券代行部

（電話照会先） 電話 0120-782-031（フリーダイヤル）
取次事務は三井住友信託銀行株式会社の本店
及び全国各支店で行っております。

株主メモ （2025年9月30日現在）

当期の配当

10.00円 27.00円17.00円

中間配当 年間配当（予想）期末配当（予想）

1株当たり 1株当たり1株当たり

※期末配当（予想）は、2025年10月29日付決算短信にて発表しているものです。

※売上高は、事業別売上高の合計額と調整額（セグメント間取引消去）を含んでおります。
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※ 売上高構成比は、調整額（セグメント間取引消去）を除く売上高で算出しております。

自動車関連卸売事業

　売上高は、減収となりました。これは、物価高騰に伴う消費者の節約志向等の
影響もあり、主力のアルミホイール販売減によるものです。セグメント利益は、ア
ルミホイール販売の減少影響により、減益となりました。

売上高 9,962百万円 セグメント利益 142百万円
67.87%
売上高構成比

前年同期比 4.3%減 前年同期比 42.3%減 

自動車関連小売事業

　売上高は、タイヤ値上げ前の駆け込み需要の影響によるタイヤ販売増加が
あったものの、全体では減収となりました。セグメント利益は、増益となりました。

売上高 1,180百万円 セグメント利益 60百万円

前年同期比 0.6%減 前年同期比 56百万円増 

8.16%
売上高構成比

福祉事業

　売上高は、入居者数はほぼ横ばいだったものの、介護・看護サービス収入の
増加により、増収となりました。セグメント利益は、増益となりました。

売上高 280百万円 セグメント利益 46百万円

前年同期比 11.8%増 前年同期比 36百万円増 

1.95%
売上高構成比

物流事業

　売上高は、自動車生産は堅調に推移したものの、物流倉庫内での受託業務や
保管数の減少などの影響もあり、減収となりました。セグメント利益は、減益とな
りました。

売上高 3,450百万円 セグメント利益 102百万円

前年同期比 4.7%減 前年同期比 51.8%減 

21.62%
売上高構成比

　その他売上は、賃貸収入は横ばいだったものの、前々期に事業撤退した携帯
電話事業に関する手数料収入の漸減により、減収となりました。セグメント利益
は、減益となりました。

売上高 57百万円 セグメント利益 34百万円

その他事業 携帯電話代理店事業、賃貸事業

前年同期比 8.5%減 前年同期比 7.6%減 

0.40%
売上高構成比


